別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　項：労政費　目：雇用促進費
	事業名:ふるさと雇用再生特別基金事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　商工労働部　労働雇用課　雇用対策担当　電話番号：058-272-1111（内　３１２６）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：　　　　　1,355,847千円（前年度予算額：1,385,153千円）

	事業内容


	１　事業の内容


（１）　ふるさと雇用再生特別基金事業

　国のふるさと雇用再生特別交付金を財源として造成した「岐阜県ふるさと雇用再生特別基金」を活用して、地域における継続的な雇用機会を創出する事業を実施する。
①　県実施分

　地域内でニーズがあり、今後の地域の発展に資すると見込まれる事業のうち、その後の事業継続が見込まれるものを民間企業、ＮＰＯ法人等に委託して実施する。

②　市町村実施分

　県と同様の事業を行う市町村への補助金（補助率１０/１０）を交付する。

（２）　一時金支給事業

　ふるさと雇用再生特別基金事業の実施のため、新規に雇用した労働者を正規社員として雇い入れた事業主に対し、一時金（３０万円）を支給する。
（３）　地域基金事業協議会

　地域基金事業協議会を実施するために必要な事務費
（４）　運用利息等の基金への積み立て
　基金の運用により発生する運用利息等を基金に積み立てる。

（５）　基金運営のための事務費

　ふるさと雇用再生特別基金事業を実施するために必要な事務費（旅費、消耗品）
	２　所要経費


（１）　ふるさと雇用再生特別基金事業
　　①　県実施分　1,045,712千円
　　②　市町村実施分　261,428千円

（２）　一時金支給事業　45,000千円

（３）　地域基金事業協議会　200千円

（４）　運用利息等の基金への積み立て　1,507千円

（５）　基金運営のための事務費　2,000千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅲ 誰もが活躍できるふるさと岐阜県づくり
　　１ 若者が力を発揮できる地域をつくる
　　　・地域で働く意欲を持つ若者を育て、若者の就業を支援する
・高い価値を生み出す産業人材を育成する
	２　これまでの取組状況


［交付金の状況］
　・平成２０年３月補正　３４．２億円基金造成

［実　績］

　・平成２１年度　　　　　　　　　（単位：件、人、円）

	　　　　
	事業数
	雇用創出数
	事業費

	県事業
	28
	195
	583,854,786

	市町村事業
	22
	60
	151,237,000

	合計
	50
	255
	735,091,786


　・平成２２年度（平成２２年８月末現在）（単位：件、人、千円）

	　　　　
	事業数
	雇用創出数
	事業費

	県事業
	41
	234
	1,104,793

	市町村事業
	23
	58
	213,379

	合計
	64
	292
	1,315,172


	３　これまでの取組に対する評価


　中心市街地活性化や観光産業の振興など様々な分野における課題や地域ニーズに基づいた事業を実施しており、平成21年度は事業費７億４千万円で、正規雇用に移行した８人を含む255人の雇用創出を行った。22年度については、民間公募によって開始した事業等を含めて、64事業を実施し292人の雇用を創出した。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,385,153
	
	
	
	15,153
	
	
	
	1,370,000

	要求額
	1,355,847
	
	
	
	1,507
	
	
	
	1,354,340

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


